
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
①食料品の物価高
騰に対する特別加
算

物価高騰対応食料品等支援事業

【ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄｺｰﾙｾﾝﾀｰ　物価高対策臨時給付担当】
①食料品の価格高騰に対応する支援実施のため、全市民
に対し一人当たり4千円のギフトカードの配布を行うことで
家計の負担軽減を図る
②全市民へのギフトカード代（※）及び事務費
※ギフトカードには使用期限を設け、委託事業者を通じて
使用実績、未使用分についても把握を行った上で事業期
間内に清算を行い、実際に活用された分に対し充当を行
う。
③総事業費：976,456千円うち、833,656千円について交付

R7.12 R8.3

2

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

物価高騰に伴う３師会加盟の医療機
関等への光熱費等支援事業

【健康課】
①物価高騰に伴い負担が増している３師会加盟の医療機
関等へ、負担軽減のため光熱費等の補助を実施すること
で、安定的な事業運営を図る。
②補助金、役務費、人件費
③総事業費：24,914千円
うち、全額に交付金を充当予定
■補助金　10万円×医療機関等234機関（医師会員110、
歯科医会員57、薬剤師会員67）=23,400千円
■郵便料26千円

R7.5 R8.3

3
③消費下支え等を通
じた生活者支援

キャッシュレス決済活用物価高騰対
策事業

【産業振興課】
①物価高騰が市民生活を圧迫する中、キャッシュレス決済
のポイント還元事業を実施することで、市民に対し支援を
行い生活の維持を図る。
②委託費
※消費者還元が行われた実績額に基づいて清算を行い、
実際に還元がされた分にのみ交付金を充当する。
③総事業費：288,504千円
うち、251,854千円に交付金を充当予定であり、その他
36,652千円（補助対象外経費）は、24,434千円の「地域産

R7.6 R8.3

4

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

原油価格・物価高騰に伴う、私立幼
稚園への事業所支援補助金事業

【保育課】
①物価高騰において負担が増加した光熱水費や給食費等
について、安定的な事業運営を維持するため、私立幼稚
園への物価高騰相当分の事業所支援補助金を交付する。
②補助金
③総事業費　8,070千円
うち、全額に交付金を充当予定
（内訳）補助対象期間：4/1～9/30
■認可等
・給食等提供あり＋光熱水費　・・・・・・・7,931千円

R7.4 R8.3

5
④省エネ家電等へ
の買い換え促進によ
る生活者支援

省エネ家電買換促進補助金事業

【環境政策課】
①物価高騰の影響を受ける市民に対して、省エネ性能の
高いエアコンや冷蔵庫への買い換え補助を行うことで家計
における光熱水費の負担軽減を図る。
②補助金、役務費、人件費
③総事業費6,946千円
うち、全額に交付金を充当予定
（内訳）
■補助金：6,000千円
エアコン及び冷蔵庫：2万円×300件＝6,000千円

R7.4 R8.3

6

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

小中学校給食運営経費補助事業【全
額公費負担化分】

【学務課】
①物価高騰等の影響を受ける家庭の負担を軽減するた
め、市内各小中学校に通う世帯負担分（都補助を除く1/8）
の給食費を公費負担化（無償化）。在籍児童生徒数に応じ
た給食費相当額を補助する。
②補助金
③交付対象経費94,408千円
うち、全額に交付金を充当予定
（内訳）
■小学校　学校給食費等補助金　488,831千円

R7.4 R8.3

7

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

小中学校給食運営経費補助事業【食
材費高騰分】

【学務課】
①物価高騰による食材費の高騰に伴い、食材費値上がり
分についても臨時的な補助を行うことで、物価高騰の影響
を受ける家庭の負担が増えることの無いよう支援を行う。
②補助金
③交付対象経費7,004千円
うち、全額に交付金を充当予定
■小学校　学校給食（食材）費補助金　21,306千円
低学年　2,875人×264円×10.19%×0.76×104回≒
6,113,119円

R7.4 R8.3

8

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

小中学校給食運営経費補助事業【米
穀価格高騰分】

【学務課】
①物価高騰による食材費の高騰に加え、新米への切替時
に米穀価格がさらに高騰。米価の上昇分についても臨時
的に補助を行うことで、物価高騰の影響を受ける家庭の負
担が増えることの無いよう支援を行う。
②補助金
③交付対象経費3,688千円
うち、全額に交付金を充当予定
■小学校　学校給食（食材）費補助金　10,914千円
低学年　2,879人×285円×約13%×0.33×89回≒

R7.4 R8.3
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9
③消費下支え等を通
じた生活者支援

防犯対策補助事業

【防災安全課】
①物価高騰対策として住宅の防犯に対する設備改良又
は、防犯対策品を購入した市民に対する補助（購入費用
1/2（上限額20千円））を行うことで、市民の安全安心な暮ら
しの実現や家計負担の軽減を図る。
②補助金、事務費、人件費
③総事業費61,594千円　交付対象経費4,594千円
うち、4,594千円に交付金充当予定であり、その他57,000千
円には他補助金を充当予定
■補助金　57,000千円

R7.4 R8.3

10
⑥農林水産業にお
ける物価高騰対策
支援

原油価格・物価高騰対策に伴う、市
内農業者への補助事業

【都市農業振興課】
①物価高騰の影響で、燃料等の負担が増している農業者
に対し燃料代や電気代の30％を補助することで、農業者
の負担を軽減や安定した農産物の供給環境の確保を図
る。
（農業物価指数の光熱動力がＲ２年度比で138.9％上昇し
ているため、上昇分相当として30％分補助）
②補助金
③交付対象経費6,700千円
うち、全額に交付金充当予定

R7.4 R8.3


